
新旧対照表 

肥銀ビジネスインターネットバンキングサービスご利用規定 

変更後 変更前 

第１条 肥銀ビジネスインターネットバンキングサ

ービス 

１０．トランザクション認証 

（１）2024 年 5 月 20 日以降、本サービスを申し込

んだ契約者は、トランザクション認証（契約者が行

った本サービスのうち当行所定の取引の内容が、通

信の途中で改ざんされていないことを確認し、実行

する認証方法のことをいいます。）を利用すること

を必須とします。 

（２）2024 年 5 月 19 日以前に本サービスを申し込

んだ契約者は、トランザクション認証の利用を申し

込むことができます。ただし、一度利用を申し込ん

だ契約者は、本サービスのうち当行所定の取引を行

う場合にトランザクション認証を利用することを

必須とし、トランザクション認証のみを解約をする

ことはできません。 

 

第２条 利用申込  

２．当行が、申込書の記載内容に不備がないこと等

の必要事項を確認のうえ、申込を適当と判断し、承

諾した場合に、本サービスの利用契約が成立するも

のとします。また、当行は管理者本人であることを

確認するために必要な事項を記載した「ご契約者カ

ード」を契約者に貸与します。 

 

４．当行は「ご契約者カード」を受付した申込書に

記載の届出住所あてに郵送します 。 

 

 

 

５．当行はトランザクション認証を利用する契約者

に対し、当行所定の取引において使用する 1 回限り

の使い捨てパスワード（以下「トランザクション認

証番号」といいます。）を生成・表示するパスワー

ド生成機（以下「ハードトークン」といいます。）

第１条 肥銀ビジネスインターネットバンキングサ

ービス 

１０．（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 利用申込  

２．当行は、申込書の記載内容に不備がないこと等

の必要事項を確認のうえ、申込を承諾するときは、

当行が管理者本人であることを確認するために必要

な事項を記載した「ご契約者カード」を契約者に貸

与します。   

 

 

４．当行は「ご契約者カード」を受付した申込書に

記載の届出住所あてに郵送しますので、契約者は 

「ご契約者カード」を受け取り後、受取書を当行が

指定する宛先に返送してください。  

 

５．当行は返送された受取書を当行所定の方法で確

認した場合に本規定に基づく契約が成立したもの

とし、契約者に対する本サービスの提供を開始しま

す。 

 



を発送します。 

 

第３条 本人確認  

１．本人確認方法  

本サービスを利用する際の本人確認は、以下に示す

ＩＤ・暗証番号方式と電子証明書方式のいずれかに

より行います。 

 

 

 

２．管理者の本人確認  

（１）管理者が管理業務を行う場合、ＩＤ・暗証番

号方式の場合、契約法人ＩＤ、契約法人暗証番号、

契約法人確認暗証番号、ワンタイムパスワードを端

末より当行あてに送信するものとします。電子証明

書方式の場合、電子証明書、契約法人暗証番号、契

約法人確認暗証番号、ワンタイムパスワードを端末

より当行あてに送信するものとします。また、トラ

ンザクション認証の契約先の場合、トランザクショ

ン認証番号を当行所定の方法により送信するもの

とします。当行は送信されたこれらの内容と当行に

登録されている内容との一致を確認した場合に、送

信者を管理者本人とみなします。 

 

（２）当行が前号の方法により本人確認を実施した

うえは、契約法人ＩＤ、契約法人暗証番号、契約法

人確認暗証番号、ワンタイムパスワード、電子証明

書（電子証明書方式の場合）、トランザクション認

証番号に不正使用その他の事故があっても当行は

当該取引を有効なものとして取扱い、そのために生

じた損害について責任を負いません。「ご契約者カ

ード」は厳重に管理し、紛失・盗難に遭わないよう

十分注意してください。 

 

（４）本サービスの利用に際して、届出と異なる管

理者パスワード等の入力が当行所定の回数を超え

て連続して行われた場合は、その時点で当行は本サ

ービスの利用を停止します。サービスの利用を再開

 

 

第３条 本人確認  

１．本人確認方法  

本サービスを利用する際の本人確認は、以下に示す

ＩＤ・暗証番号方式と電子証明書方式のいずれかに

より行います。なお、電子証明書方式を選択する場

合は、別途、当行所定の方法により申込手続を行う

ものとします。 

 

２．管理者の本人確認  

管理者が管理業務を行う場合、ＩＤ・暗証番号方式

の場合、契約法人ＩＤ、契約法人暗証番号、契約法

人確認暗証番号、ワンタイムパスワードを端末より

当行あてに送信するものとします。電子証明書方式

の場合、電子証明書、契約法人暗証番号、契約法人

確認暗証番号、ワンタイムパスワードを端末より当

行あてに送信するものとします。当行は送信された

これらの内容と当行に登録されている内容との一

致を確認した場合に、送信者を管理者本人とみなし

ます。 

 

 

 

（２）当行が前号の方法により本人確認を実施した

うえは、契約法人ＩＤ、契約法人暗証番号、契約法

人確認暗証番号、ワンタイムパスワード、電子証明

書（電子証明書方式の場合）に不正使用その他の事

故があっても当行は当該取引を有効なものとして

取扱い、そのために生じた損害について責任を負い

ません。「ご契約者カード」は厳重に管理し、紛失・

盗難に遭わないよう十分注意してください。 

 

 

（４）本サービスの利用に際して、届出と異なる管

理者パスワード等の入力が当行所定の回数だけ連

続して行われた場合は、その時点で当行は本サービ

スの利用を停止します。サービスの利用を再開する



するには、第１１条に定める方法で当行所定の書面

により当行に届出てください。 

 

 

３．利用者の本人確認  

（２） 利用者が本サービスを利用する場合、Ｉ

Ｄ・暗証番号方式の場合、契約法人ＩＤおよび利用

者ＩＤ、利用者パスワード、ワンタイムパスワード

を端末より当行あてに送信するものとします。電子

証明書方式の場合、電子証明書、利用者パスワード、

ワンタイムパスワードを端末より当行あてに送信

するものとします。また、トランザクション認証の

契約先の場合、トランザクション認証番号を当行所

定の方法により送信するものとします。当行は送信

されたこれらの内容と当行に登録されている内容

との一致を確認した場合に、送信者を利用者本人と

みなします。 

 

（３） 当行が前号の方法により本人確認を実施

したうえは、契約法人ＩＤ、利用者ＩＤ、利用者パ

スワード、ワンタイムパスワード、電子証明書（電

子証明書方式の場合）、トランザクション認証番号

に不正使用その他の事故があっても当行は当該取

引を有効なものとして取扱い、そのために生じた損

害について責任を負いません。利用者パスワード等

は厳重に管理し、他人に知られることがないよう十

分注意してください。 

 

５．ハードトークンの取り扱い  

（１）ハードトークンは、契約者の届出住所あてに

発送します。契約者は､ハードトークンの受け取り

後､速やかに本サービスにログインし､利用登録手

続きを行なうものとします。 

（２）トランザクション認証を初めて契約する際

に、当行より本サービス 1 契約につきハードトー 

クン 1 個を無償で貸与します。 

（３）契約者は当行所定の方法で申込むことによ

り、ハードトークンの追加発行を受けることがで 

には、第１１条に定める方法で当行所定の書面によ

り本サービスの代表口座を開設された店舗に届出

てください。 

 

３．利用者の本人確認  

（２） 利用者が本サービスを利用する場合、Ｉ

Ｄ・暗証番号方式の場合、契約法人ＩＤおよび利用

者ＩＤ、利用者パスワード、ワンタイムパスワード

を端末より当行あてに送信するものとします。電子

証明書方式の場合、電子証明書、利用者パスワード、

ワンタイムパスワードを端末より当行あてに送信

するものとします。当行は送信されたこれらの内容

と当行に登録されている内容との一致を確認した

場合に、送信者を利用者本人とみなします。 

 

 

 

 

（３）当行が前号の方法により本人確認を実施した

うえは、契約法人ＩＤ、利用者ＩＤ、利用者パスワ

ード、ワンタイムパスワード、電子証明書（電子証

明書方式の場合）に不正使用その他の事故があって

も当行は当該取引を有効なものとして取扱い、その

ために生じた損害について責任を負いません。利用

者パスワード等は厳重に管理し、他人に知られるこ

とがないよう十分注意してください。 

 

 

５．（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



きます。その場合、当行所定の手数料をいただきま

す。 

（４）ハードトークンは、契約者にて厳重に管理す

るものとし、紛失・盗難に遭わないよう十分注意し

てください。なお、紛失・盗難にあった場合は、直

ちに管理者が、端末により利用停止等の必要な措置

を行ってください。 

（５）ハードトークンの故障、破損、紛失、盗難等

があった場合は、当行所定の方法により、当行に届

出を行い、再発行の手続きを行ってください。ハー

ドトークンが故障等により使用できなくなった場

合、新しいハードトークンを再発行するまでの間、

ハードトークンを利用した取引ができません。 

（６）故障、破損、紛失、盗難等によりハードトー

クンを再発行する場合には、当行所定の手数料をい

ただきます。ただし、ハードトークンの製品不良等、

契約者の責めに帰さない故障・破損の場合は、無償

で交換を行います。 

（７）トランザクション認証では、ハードトークン

に付帯するカメラにより、パソコン等の画面上に表

示される二次元コードを読み取ることで、ハードト

ークンの画面上に当行が受信した取引内容と生成

されたトランザクション認証番号が表示されるた

め、取引内容を確認のうえ、パソコン等の画面上に

トランザクション認証番号を入力することで、本人

確認を実施します。 

（８）ハードトークンには有効期限はありません。

電池を交換することで、継続的に利用できます。電

池切れにともなう交換用電池の用意については、契

約者が負担するものとします。 

 

第７条 データ伝送サービス  

１．データ伝送サービス  

（１） データ伝送サービスは、端末からの依頼に

もとづき、あらかじめ申込書で届出られたサービス

指定口座から振込資金と振込手数料を引落し（本条

第４項の場合は顧客が指定した口座から振込資金

を引き落とし）のうえ、本条第２項以下の各種サー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 データ伝送サービス  

１．データ伝送サービス  

（１） データ伝送サービスは、端末からの依頼に

もとづき、あらかじめ申込書で届出られたサービス

指定口座から振込資金と振込手数料を引落しのう

え、本条第２項以下の各種サービスの取引依頼デー

タを端末から送信し、当行に依頼するサービスをい



ビスの取引依頼データを端末から送信し、当行に依

頼するサービスをいいます。 

 

４．預金口座振替サービス  

（１）当行は、契約者からの依頼による契約者の顧

客（以下、「契約者顧客」といいます）に対する売

上代金等の請求について、以下の取扱内容により

「データ伝送サービス」を利用した預金口座振替の

収納事務を受託します。 

（２）預金口座振替依頼書（以下、「口振依頼書」

といいます。）の受理等について、当行は、契約者

顧客から預金口座振替の依頼を受けたときは、口振

依頼書および預金口座振替申込書（以下、「口振申

込書」といいます。）を受入れ、記載事項を確認の

うえこれを承諾したときは口振申込書を契約者に

送付します。契約者は契約者顧客から口振依頼書お

よび口振申込書が提出されたときは、契約者は必要

事項が記載されていることを確認のうえ、口振依頼

書をすみやかにに当行に送付し、当行は記載事項を

確認のうえ、これを受理します。口振依頼書に印鑑

相違その他の不備事項があるときは、これを受理せ

ずに口振依頼書にその旨を付記し、すみやかに契約

者に返却します。 

（３）引落日は契約者が指定した日とします。ただ

し、当日が銀行の休業日にあたるときは、その翌営

業日とします。契約者顧客が引落日を変更するとき

は、契約者顧客に対して周知徹底を図るものとし、

当行は特別な通知等は行いません。 

（４）口座振替の請求について、当行と契約者はイ

ンターネットにより接続し､預金口座振替で必要と

する口座振替請求明細あるいは口座振替結果明細

の授受をデータ伝送により行うものとし、次の取扱

いとします。 

Ａ．契約者は口座振替請求明細を振替指定日の３営

業日前午後５時までに当行に伝送する。なお､契約

者は、第７条第４項（２）により当行から不備返却

を受けた口振依頼書があるときは当該契約者顧客

にかかる請求は口座振替請求明細に含めないもの

います。 

 

 

４．預金口座振替サービス  

別途契約によります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



とする。 

Ｂ．当行は口座振替結果明細を振替指定日の２営業

日後の午後５時までに契約者に伝送可能とする。 

Ｃ．データの仕様および作成内容は、「給与振込・

総合振込・口座振替ファイル作成基準」ならびに「預

金口座振替データ作成基準」のとおりとする。 

（５）データ伝送の通知および確認について、次の

取扱いとします。 

Ａ．契約者がデータ伝送を開始する場合は、当行が

契約者に対し、受信したデータの件数および合計金

額等を「通信結果報告書」により通知するものとす

る。 

Ｂ．契約者がデータ伝送によりデータを送信した場

合は、送信したデータと通知された「通信結果報告

書」の内容との合致を確認するものとする。 

Ｃ．前記Ｂ．の内容不一致など送信データに不突合

等を生じた場合は、契約者はすみやかに当行にその

旨を通知し、双方協議のうえ適切な処置を講ずるも

のとする。 

（６）データ伝送の障害等について、次の取扱いと

します。 

Ａ．契約者または当行が受信したデータに瑕疵があ

る場合は､送信側は受信側の要求にもとづき直ちに

再送を行うものとする。 

Ｂ．電子計算機・回線等の障害により､所定の日時

までにデータ伝送を行うことができない場合には､

当行・契約者の協議のうえバックアップ措置をとる

こととする。 

（７）口座への入金について、当行は、引落日の３

営業日(引落日を含まず)以後に、振替済資金を当行

における契約者の預金口座に入金します。 

（８）振替不能分の再請求について、契約者は、振

替不能分について再度預金口座振替により請求す

るときは、次回の振替請求の際に当行に伝送するも

のとします。この場合､再請求分と次回請求分とを

同時に請求するときは､その振替について優先順位

をつけないものとします。 

（９）当行は、預金口座振替に関して、預金者に対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



する振替済の通知および入金の督促等は行いませ

ん。 

（１０）契約者は、口座振替の請求依頼後、請求内

容の一部または全部を停止する場合は、その氏名等

を振替日の２営業日前（乙が銀行休業日にあたると

きは、その前営業日）の午前１０時までに当行に通

知するものとします。 

（１１）手数料について、契約者は当行所定の取扱

手数料および取扱手数料合計にかかる消費税相当

額を当行に支払うものとします。支払は預金口座入

金の際に差し引きます。なお、契約者は前項の停止

にかかる停止手数料および当該手数料合計額に係

る消費税額を当行が指定する所定の日に申込書記

載の口座から引き落とすものとします。この場合、

当行は各種預金規定にかかわらず、通帳・払戻請求

書・カードまたは小切手の提出を省略します。 

（１２）契約者顧客の申し出または当行の都合によ

り、当該契約者顧客との預金口座振替契約を解約・

変更したときは、契約者にその旨を通知します。た

だし、契約者顧客が当該指定預金口座を解約したと

きは、この限りではありません。 

（１３）預金口座振替サービスに関し、本規定以外

の契約が存在する場合は、個別契約を優先とするも

のとします。 

 

第１２条 免責事項  

（４）ハードトークンの故障、破損、紛失、盗難故

障等が生じたとき 

 

第２０条 解約等 

８．ハードトークンの返却 

本サービスが解約により終了した場合には、契約者

はハードトークンを当行あてに当行所定の方法で

返却するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２条 免責事項  

（４）（新設） 

 

 

第２０条 解約等 

８．（新設） 

 

 


